
別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

青森県 － 青森県

青森県
（県全域） (1)地域関係者へのバイオマス利活用の理解醸成

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行 ○

県内の20%の市町村でバイオマス利活用に対する理解醸
成が図られる
地区利用計画数/県内市町村数

○

県推進事業のため同左

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催
県内の20%の市町村担当課のバイオマス利活用に対する
理解醸成が図られる

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
県内60%の稲作農家に対し、バイオマスへの普及啓発が
図られる
チラシ配布数/県内稲作農家数(38,855戸)

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
50%の畜産農家で新技術の向上が図られる
ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付数/県内畜産農家数（500枚/998枚)

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進
農業者の25%が生産資材の適正処理に理解
ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付数/県内販売農家数(14,000枚/55,440戸)

○

　　(ｱ)土づくり
たい肥の利活用を図る上で重要となる県内農耕地の土
壌理化学性
調査地点33地点

○

　　(ｲ)畜産環境保全
牛糞尿搾汁液に対するﾅｶﾞｲﾓ廃棄部添加によるﾊﾞｲｵｶﾞｽ
発生量（ﾒﾀﾝ発生量)の増加率
450/300(m3)=150%

○

　　(ｳ)食品残さ等肥料化・食品化実証 粉末調味料。調味液等の新規製品の開発 ○

青森県 鰺ヶ沢町 鰺ヶ沢

鰺ヶ沢町
（鰺ヶ沢町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催
ﾊﾞｲｵﾏｽ地区利用計画の作成
農業者に対する意識啓発、土づくり啓発資料配付60名

○

　

(5)バイオマスの変換技術支援
ﾊﾞｲｵﾏｽ変換堆肥製造量5t
成分分析担当職員（指導者）の養成1名

○

青森県 五所川原市市浦

五所川原
市
（旧市浦村）

(2)バイオマス利活用中期的方針の策定

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○
循環ｼｽﾃﾑの具体的事業設計及び採算性を検証する（１ﾓ
ﾃﾞﾙ）

○

改善計画により、改善中

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催
製材事業者のﾊﾞｲｵﾏｽ資源に係る理解醸成が図られ「事
業組合」設立に対する機運が高まる（１組合）

×

青森県 十和田市旧十和田

十和田市
農業協同
組合
（旧十和田
市）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
地区内農業者100%にﾊﾞｲｵﾏｽ利活用に理解をいただく
（3,141枚/3,141人)

○

青森県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率87.6%、未利用バイオマ
ス利活用率87.7%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており目標を達成している。また、個別成果指標
も全て達成している。本年度事業の目的は達成でき
たと評価する。

　事後評価の提出のあった鰺ヶ沢町のバイオマスの
環づくり交付金事業については、点検評価した結果、
個別指標を達成していると認められ、目標達成も見
込まれる。
　また、これまで、市町村が独自に農業集落排水汚
泥の堆肥化に取り組んだ事例がないことから、今回
の取組みは自町のバイオマスの利活用向上が図ら
れるばかりでなく、他市町村への啓発効果もあり、評
価できるものである。
  本事業結果を踏まえ、これら市町村等の取組みと
の連携を図り、バイオマスの利用技術の向上及び普
及啓発を実施していくことにより、「あおもり・バイオマ
ス利活用総合戦略」に掲げている廃棄物系バイオマ
ス８７．６％、未利用系バイオマス８７．７％の利用目
標に向けた取組みが推進されるものである。

本事業により、鰺ヶ沢町の中期的方針となるバイオマ
ス地区利用計画をＨ１８．３に策定し、新たにバイオマ
ス利活用の目標値を設定しており、目標を達成してい
る。また、個別成果指標も全て達成している。本年度
事業の目的は達成できたと評価する。

事後評価の提出のあった五所川原市のバイオマスの
環づくり交付金事業については、点検評価した結果、
個別指標については、「事業組合の設立」について未
達成となったが、本事業におけるバイオマス利活用
推進会議に「市浦製材協会」が主要なメンバーとして
出席していることなどから、製材業者の理解は得られ
ており、事業化に向けての推進体制は整備されてい
る。
また、市浦地区は全国初のバイオマスタウン構想の
公表を行っていることから、県内においても注目度が
高く、本年度の構想実現に向けた本事業の取組みは
他市町村への啓発にもつながっているものである。
本県のバイオマス利活用の基本方針となる「あおも
り・バイオマス利活用総合戦略」の推進においても、
当地区の取組みは本県の先導的役割を担っているも
のと評価できるものである。

ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想（H17.2公表）に基づき、構想書の行
程表に沿った事業を実施しており、目標は達成してい
るが、個別成果指標の１項目において、未達成があ
る。改善計画を作成し、引き続き個別成果指標の達
成にむけた取り組みを行っている。

事後評価の提出のあった十和田市農業協同組合の
バイオマスの環づくり交付金事業については、点検し
た結果、個別指標を達成していると認められ、目標達
成も見込まれる。
　今回の取組は、今後の農家の指導に生かすことが
でき、また、１８年度にエコファーマーの認定申請を予
定しているなど、次の段階へのステップアップが図ら
れていることは評価できるものである。
　本事業結果を踏まえ、市町村、農協等の取組みと
連携を図り、バイオマスの利用技術の向上及び普及
啓発を実施していくことにより、「あおもり・バイオマス
総合戦略」に掲げている廃棄物系バイオマス８７．
６％の利用目標に向けた取組みが推進されるもので
ある。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス利活用率85.1%、未利用バイオマ
ス利活用率100.0%達成に向けた取組を実施しており
目標を達成している。また、個別成果指標も達成して
いる。本年度事業の目的は達成できたと評価する。

　本事業で設定した個別成果指標はすべて達成して
おり、今後の取組みにより目標達成も見込まれる。
　１７年度は、青森市がバイオマスタウン構想を公表
したところであり、また、１８年度にもバイオマスタウン
構想の策定を予定している市町村があるなど、地域
関係者等のバイオマス利活用に対する意識は確実に
が高まっていることから、本事業による啓発効果が現
れているものと評価できる。
　今後は、「あおもり・バイオマス利活用総合戦略」の
数値目標達成に向けて、市町村、農業協同組合、Ｎ
ＰＯ法人等関係機関と緊密な連携を図りながら、バイ
オマスの利活用を推進していく。

先進地事例調査により得た堆肥製造技術及び利用
状況等を農業者に周知することにより、土づくりの重
要性、循環型農業の必要性の啓発につながった。
　弘前大学との共同研究を実施することにより堆肥、
作物の成分への知識が深まった。
　今後は、成分分析データーを蓄積し、バイオマスに
よる堆肥の有効性を広く周知し、農業者の理解を深
めていく必要があり、また、鯵ヶ沢町バイオマス利用
地区計画の目標数値の達成に向けて、堆肥利用者
の組織化、集落排水処理組合、町と連携を強化して
いく必要がある。

本事業で設定した「導入予定システムの具体的事業
設計及び採算性の検証」に関連する個別成果指標は
達成しており、また、「製材事業者のバイオマス資源
に係る理解醸成」についても「事業組合の設立」は未
達成ながらも製材事業者からは十分な理解を得てい
る。
今後は、エネルギー転換システム導入方法の決定、
事業化における役割分担の明確化などについて協議
を行っていくが、市浦地区廃棄物系バイオマス利活
用の推進に向けては、製材業者等関係団体と緊密な
連携を図っていくものである。

本事業で設定した「ﾊﾞｲｵﾏｽの種類に応じた利活用促
進」に関連する個別成果指標を達成しており、目標で
ある「廃棄物系ﾊﾞｲｵﾏｽの利用率８５％」についても、
関係機関と連携を図りながら利活用向上に向けた啓
蒙活動等を継続して進めていくことにより、目標達成
をめざす。



別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

岩手県 －
岩手県 岩手県

（県全域） (3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進
H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため

の数値目標設定
  工程部分の履行

○
県推進事業のため同左

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催
県の地方行政機関である地方振興局を単位とするﾊﾞｲｵﾏ
ｽ利活用の推進体制を整備(3地域）

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進

試験研究期間の技術指導に基づく堆肥利用栽培実証
（県内18カ所）
ﾎﾟｽﾀｰ300部作成、配付（県内公共機関に張り出し）、ﾊﾟﾝ
ﾌﾚｯﾄ2,000部作成、配付(耕種農家、関係機関に配布)
畜産農家、耕種農家、関係機関等の堆肥利用に関する
意識統一を図る（県内12カ所）
消費者が農家の堆肥利用への取組状況及び堆肥利用に
よる土づくりの重要性を認識（県内6地区)

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進 実態調査、推進指導のべ農家戸数(1,000戸) ○

　　(ｶ)有機質飼料化推進

県内で発生している食品廃棄物飼料の飼養試験（鶏：30
羽*3区、豚：10頭*3区)
原料となる食品残さの安定的供給体制やその処理・加工
方法、製品の安全税、給与法等、食品残さの飼料化を普
及させるため、関係者による検討会を開催する（構成員：
飼料化を検討する生産農家（5戸以上)、食品製造業者、
大学、試験研究機関

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進
再生利用に向けた分別の徹底等を農業者等へ周知（ﾎﾟｽ
ﾀｰ配付12地区/組織的回収実施12地区）

○

　　(ｱ)土づくり

堆肥利活用推進のため重要となる県内25%の土壌分析
（当該年調査点数70点/ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査地点280点）
土壌管理指針の策定（りんどう）
地区毎の戸土壌状況の把握（12地区）

○

　　(ｲ)畜産環境保全
飼料作物等の試験ほ場における実証試験（牧草129m2,
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ280m2,大豆336m2)

○

　　(ｴ)食品残さ等肥料化・食品化実証
未利用原料魚の成分分析
エキス等試作品開発（2品）
エキス等製造技術及び活用方法の普及・指導

○

岩手県 紫波町

紫波 紫波町
（紫波町）

(1)地域関係者へのバイオマス利活用の理解醸成

H18 バイオマスタウン構想
へのｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ年度：
H17

○
えこ３センターのバイオマス変換PRパンフレット作成、耕
種農家、地域住民へ配付（3,000枚）

○

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
試験研究機関からの技術指導に基づく生産現場での堆
肥利用実証試験
堆肥成分分析(3点)、土壌分析ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査(10点)

○

岩手県

水沢市、胆
沢町、前沢
町、金ヶ崎
町、衣川村

胆沢

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進 地区普及啓発活動パンフレット配布（13,000部) ○

岩手県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率87.1%、未利用バイオマ
ス利活用率49.1%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており目標を達成している。また個別成果指標も
全て達成している。本年度事業の目的は達成できた
と評価する。

本事業結果を踏まえ、今後においてもバイオマス関
連施策を効率的かつ適確に実施しながら、「紫波町
バイオマスタウン構想」や「いわてバイオマス総合利
活用マスタープラン」の目標達成に向けた取組みを推
進していく。

本事業により、バイオマスタウン構想をH18.3.31に公
表したため目標を達成している。また、個別成果指標
も全て達成している。本年度事業の目的は達成でき
たと評価する。

本事業結果を踏まえ、今後もバイオマス関連施策を
効率的かつ適確に実施しながら、「いわてバイオマス
総合利活用マスタープラン」の目標達成に向けた取
組みを推進していく。

岩手県バイオマスマスタープランの目標値である、廃
棄物系バイオマス利活用率87.1%、未利用バイオマス
利活用率49.1%の達成にむけ、本年度の事業を行っ
ており目標を達成している。個別成果指標も全て達
成している。本年度事業の目的は達成できたと評価
する。

岩手ふる
さと農業
協同組合
(水沢市、胆
沢町、前沢
町、金ヶ崎
町、衣川村)

　本事業で設定した「バイオオマスの種類に応じた利
活用促進」に関連する個別成果指標はすべて達成し
ている。　今後は「いわてバイオマス総合利活用マス
タープラン」数値目標達成に向けて、市町村、農協、
民間企業、地元農家等の関係機関と緊密な連携を図
りながら、一層のバイオマス資源の活用に取り組んで
いく。

事後評価の提出のあった紫波町バイオマス環づくり
交付金事業については、点検評価した結果個別成果
指標及び目標を達成していると認められる。
　本事業結果を踏まえ、これら市町村等との取組みと
の連携を図り、バイオマス関連施策を効率的かつ適
確に実施していくこととしており、「いわてバイオマス
総合利活用マスタープラン」の目標達成に向けた取
組みが推進されるものと思慮する。

チラシ配布等により、農業者の生産資材適正処理に
対する意識が定着しつつあるが、まだまだ農家には
廃プラスチックの在庫が眠っていることが予想される
ため、引き続き適正処理に対する啓発活動を推進す
る必要がある。



別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

宮城県 －

宮城県 宮城県
（県全域）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

県推進事業のため同左

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
土づくり技術の普及啓発推進への理解（ﾘｰﾌﾚｯﾄ配付数
110,000/地区総農家数84,959戸）

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
家畜排せつ物の適正管理と利用促進への理解（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
配付数3,000/農家数2,400戸）

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進
生産資材適正処理を理解（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付数10,000/農家
数84,959戸)

○

　　(ｱ)土づくり
堆肥として利活用するために重要となるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査
(H17調査地点26点/H16～19計画数113点）

○

宮城県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率89.6%、未利用バイオマ
ス利活用率93.9%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており、目標を達成している。個別成果指標も全
て達成している。本年度事業の目的は達成されてい
ると評価する。

　本事業で設定した「バイオマスの種類に応じた利活
用促進」に関連する個別成果指標をすべて達成して
おり、なおかつ、目標である「バイオマス利活用のた
めの数値目標の設定：バイオマス利活用の中期的方
針の工程表のうち事業実施期間中の工程部分の履
行」についても、関連する取組を推進していくこととし
ており、目標の達成は確実である。今後は、みやぎバ
イオマス利活用マスタープランの数値目標達成に向
けて、関係機関との緊密な連携を図った上で、引き続
き関係する取組を推進していく。



別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

秋田県 ー

秋田県 秋田県
（県全域）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行 ○

県推進事業のため同左 改善計画により、改善中

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催 新たに１地区ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想策定 ×

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
土づくりを基本とした持続的農業生産に取り組む農業者
団体数３団体増

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
法対象者180戸について戸別巡回による畜産環境保全
指導実施

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進 適正処理協議会の研修会参加率80% ○

　　(ｱ)土づくり 県内31%の土壌分析 ○

　　(ｳ)食品残さ等肥料化・食品化実証 新規試作品数１ ○

秋田県 北秋田市

森吉 北秋田市
（旧森吉町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
バイオマス利活用推進協議会開催（２回）
アンケート調査実施（対象400戸）

○

秋田県 上小阿仁村

上小阿
仁

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
バイオマス利活用協議会の開催
普及啓発飼料作成配付（畜産農家12戸）

○

秋田県 横手市

十文字 横手市
（旧十文字
町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｴ)食品廃棄物の利活用推進
モデル集落を５集落80世帯、モデル地区を3地区35世帯、
町内ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ2カ所、公共施設（保育園等）２カ所　拡
大する

○

秋田県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率85.0%、未利用バイオマ
ス利活用率66.0%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており、目標を達成している。個別成果指標の１
項目において未達成があるため、改善計画を作成
し、引き続き個別成果指標の達成に向けて取組を
行っている。

事後評価の提出のあった十文字町バイオマスの環づ
くり交付金事業については、点検評価した結果、個別
成果指標及び目標を達成していると認められる。本
事業結果を踏まえ、これら市町村等の取組との連携
を図り、バイオマス関連施策を効率的かつ的確に実
施していくこととしており、秋田県バイオマス総合利活
用マスタープランに位置付けている廃棄物系バイオ
マスの利用率向上に向けた取組が推進されるものと
思慮する。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス（うち食品廃棄物）利活用率
100.0%達成に向けた取組を実施し目標を達成してい
る。個別成果指標も達成している。本年度事業の目
的は達成できたと評価する。

　事後評価の提出のあった森吉町バイオマスの環づ
くり交付金事業については、点検評価した結果、各個
別成果指標及び目標を達成していると認められる。
本事業結果を踏まえ、これら市町村等の取り組みと
の連携を図り、バイオマス関連施策を効率的かつ的
確に実施していくこととしており、秋田県バイオマス総
合利活用マスタープランに位置付けている廃棄物系
及び未利用系バイオマスの利用率向上に向けた取
組が推進されるものと思慮する。

バイオマス利活用地区計画(H17.2策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス（うち家畜排せつ物）利活用率
100.0%、未利用バイオマス利活用率（うち籾殻、おが
屑）100.0%達成に向けた取組を実施し、目標を達成し
ている。個別成果指標も全て達成している。本年度事
業の目的は達成できたと評価する。

事後評価の提出のあった上小阿仁村バイオマスの環
づくり交付金事業については、点検評価した結果、各
個別成果指標及び目標を達成していると認められ
る。本事業結果を踏まえ、これら市町村等の取り組み
との連携を図り、バイオマス関連施策を効率的かつ
的確に実施していくこととしており、秋田県バイオマス
総合利活用マスタープランに位置付けている廃棄物
系バイオマスの利用率向上に向けた取組が推進され
るものと思慮する。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス（うち家畜排せつ物、汚泥）利活
用率100.0%達成に向けた取組を実施し、目標を達成
している。個別成果指標も全て達成している。本年度
事業の目的は達成できたと評価する。

　本事業で設定した個別成果指標に未達成があった
が、今後も、秋田県バイオマス総合利活用マスタープ
ランの数値目標達成に向けて、県をはじめとし、市町
村、農協協同組合、地元農家等の関係機関と緊密な
連携を図った上で、環境と調和する持続性の高い農
業の取組を推進していく。

本事業では、関係者および地域住民の理解を進める
ため、アンケート調査を実施しており、各個別成果指
標も達成している。
　今後も、「森吉町バイオマス総合利活用地区計画」
の目標達成に向けて、北秋田市、あきた北央農業協
同組合、地元農家等の関係機関と緊密な連携を図っ
た上で、耕畜連携・資源循環型農業の展開を推進し
ていく。

　本事業では、関係農家への周知、広報活動と堆肥
製造の実証を行っており、各個別成果指標も達成し
ている。
　今後も、「上小阿仁村総合利活用地区計画」の目標
達成に向けて、上小阿仁村、あきた北央農業協同組
合、地元農家等の関係機関と緊密な連携を図った上
で、環境保全型農業への取組を推進していく。

本事業で設定した個別成果指標については、評価時
点において達成している。
  今後も、「十文字町バイオマス利活用地区計画」の
目標達成に向けて、横手市、秋田ふるさと農業協同
組合、地元農家等の関係機関と緊密な連携を図った
上で、事業説明会や堆肥利用学習会などの取組を推
進していく。

上小阿仁
村

（上小阿仁
村）



別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

山形県 ー

山形県 山形県
（県全域） (1)地域関係者へのバイオマス利活用の理解醸成

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○ ﾀｳﾝ構想公表市町村数3カ所(現在から1カ所増） ○

県推進事業のため同左

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催 ﾀｳﾝ構想公表市町村数3カ所(現在から1カ所増） ○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進 販売農家30%に堆肥を利用した農業生産を啓発 ○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進

県内約200戸の畜産農家を巡回し、畜産環境保全を指導
する
地域の核となっている畜産農家40戸の堆肥成分分析及
び良質堆肥生産の指導を行う
県内の堆肥20点を評価し、良質堆肥生産を奨励する

○

　　(ｱ)土づくり
県内25%の土壌分析モニタリング調査点数(24点)
堆肥の施用による水稲の食味低下対策技術及び大豆連
作の収量低下対策技術の確立

○

山形県 朝日町 朝日

朝日町
（朝日町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進 堆肥利用の意向について町内世帯70%から回収 ○

山形県 尾花沢市 尾花沢

尾花沢市
（尾花沢市）

(2)バイオマス利活用中期的方針の策定

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
　新たな目標値の設
定：H18.3

○ バイオマス利活用地区計画の策定（H18.3策定） ○

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
土壌分析調査に基づく簡易堆肥施用マップを市内農家
2,753戸へ配付し、市HP等を活用して地域全体へ啓蒙

○

山形県 鮭川村 鮭川

鮭川村
（鮭川村）

(2)バイオマス利活用中期的方針の策定

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想へのｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ年度：H17

○
村内企業等による検討会を開催し、ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想に
反映させる

○

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
鮭川村環境農業推進協議会を開催し、ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用推
進を図る（19団体）

○

山形県 鶴岡市 藤島

鶴岡市
（旧藤島町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想へのｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ年度：H17

○

改善計画により、改善中

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
木質系ﾊﾞｲｵﾏｽの炭化による農業用土壌改良材としての
販売利用(20t)

×

　　(ｴ)食品廃棄物の利活用推進 BDF生成（年間5,000㍑） ×

山形県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率88.3%、未利用バイオマ
ス利活用率76.0%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており、目標を達成している。個別成果指標も全
て達成している。本年度事業の目的は達成できたと
評価する。

事後評価の提出のあった朝日町バイオマスの環づく
り交付金事業については、点検評価した結果、個別
成果指標を達成しているものと認められる。
　本事業の結果を踏まえ、朝日町をはじめとする関係
市町村等との取り組みとの連携を図り、バイオマス関
連施策を効率的かつ適確に実施していくこととしてお
り、山形県バイオマス利活用推進計画において設定
している目標（平成22年度に廃棄物系バイオマスの８
８％、未利用系バイオマスの７６％の利活用（炭素量
換算））に向けた取組みが推進するものと思われる。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス利活用率80.0%、未利用バイオマ
ス利活用率64.0%達成に向けた取組を実施しており目
標を達成している。個別成果指標も全て達成してい
る。本年度事業の目的は達成できたと評価する。

　事後評価の提出のあった尾花沢市バイオマスの環
づくり交付金事業については、点検評価した結果、個
別成果指標を達成しているものと認められる。
　本事業の結果を踏まえ、尾花沢市をはじめとする関
係市町村等との取り組みとの連携を図り、バイオマス
関連施策を効率的かつ適確に実施していくこととして
おり、山形県バイオマス利活用推進計画において設
定している目標（平成22年度に廃棄物系バイオマス
の８８％、未利用系バイオマスの７６％の利活用（炭
素量換算））に向けた取組みが推進するものと思われ
る。

本事業により、尾花沢市の中期的方針となるバイオ
マス地区利用計画をＨ１８．３に策定し、新たにバイオ
マス利活用の目標値を設定しており、目標を達成して
いる。また、個別成果指標も全て達成している。本年
度事業の目的は達成できたと評価する。

事後評価の提出のあった鮭川村バイオマスの環づく
り交付金事業については、点検評価した結果、個別
成果指標を達成しているものと認められる。　本事業
の結果を踏まえ、鮭川村をはじめとする関係市町村
等との取り組みとの連携を図り、バイオマス関連施策
を効率的かつ適確に実施していくこととしており、山
形県バイオマス利活用推進計画において設定してい
る目標（平成22年度に廃棄物系バイオマスの８８％、
未利用系バイオマスの７６％の利活用（炭素量換
算））に向けた取組みが推進するものと思われる。

本事業により、バイオマスタウン構想をH18.3.31に公
表したため目標を達成している。また、個別成果指標
も全て達成している。本年度事業の目的は達成でき
たと評価する。

事後評価の提出のあった鶴岡市バイオマスの環づく
り交付金事業については、点検評価した結果、個別
成果指標を達成していないものと認められる。未達成
の要因としては、冬期間の豪雪や低温により事業の
実施が困難になったことによるものであるが、本事業
の結果を踏まえ、事業の実施方法の見直しながら、
バイオマス関連施策を効率的かつ適確に実施してい
くこととしており、山形県バイオマス利活用推進計画
において設定している目標（平成22年度に廃棄物系
バイオマスの８８％、未利用系バイオマスの７６％の
利活用（炭素量換算））に向けた取組みが推進するも
のと思われる。

本事業により、バイオマスタウン構想をH18.3.31に公
表したため目標を達成している。個別成果指標に未
達成がある。改善計画を作成し引き続き個別成果指
標の達成にむけた取組を行っている。

本事業で設定した「バイオマスの種類に応じた利活
用促進」に関連する個別成果指標については未達成
ではあるものの、目標である「鶴岡市（旧藤島町）バイ
オマスタウン構想」の数値目標達成に向けて、今後も
地元農家をはじめとした関係機関と緊密な連携を
図った上で、木質バイオマスの炭化利活用や廃棄物
系バイオマスである廃食用油のＢＤＦ化などの取組を
推進していくとともに、新たに農業振興の一環として
資源作物栽培によるアルコール生成についても検討
していき、目標の達成を確実なものとしていきたい。

本事業で設定した「地域関係者へのバイオマス利活
用の理解醸成」及び「バイオマスの種類に応じた利活
用の促進」に関連する個別成果指標をすべて達成し
ており、今後も、「山形県バイオマス利活用計画」に掲
げている数値目標（平成２２年度に廃棄物系バイオマ
スの８８％、未利用系バイオマスの７６％の利活用
（炭素量換算））の達成に向けて関連する取り組み
を、県内市町村や農家等の関係機関と緊密な連携を
図ったうえで、推進することとしている。

本事業で設定した「土づくり普及啓発推進」に関連す
る個別成果指標を達成しており、なおかつ、目標であ
る「バイオマス利活用のための数値目標の設定：
2010年に廃棄物系バイオマスの80％、未利用系バイ
オマスの64％（炭素量換算）を利活用」についても、
平成１７年３月に、朝日町の「バイオマス利活用地区
計画」を作成し、関連する取組を推進していくこととし
ており、目標の達成は確実である。
　今後は、「バイオマス利活用地区計画」の数値目標
達成に向けて、山形県、朝日町、朝日町土地改良
区、ＪＡさがえ西村山、山形県酪農協、（有）朝日土づ
くり、各生産団体代表者、地元農家等の関係機関と
緊密な連携を図った上で、農産物の販売戦略などの
取組を推進していく。

　本事業で設定した「バイオマス利活用の中期的方
針の策定」、「バイオマスの種類に応じた利活用の推
進」に関連する個別成果指標を全て達成している。
　今後は、「尾花沢市バイオマス利活用地区計画」に
明記された「廃棄物系バイオマスの利用率75％、未
利用バイオマスの利用率70％」の数値目標を達成で
きるよう、目標年である2010年までに土づくり講習会
の開催や、稲わらのサイレージ化の普及活動等、耕
畜連携の取り組みを推進していく。

鮭川村バイオマスタウン構想を平成１８年３月３１日
に公表し、なおかつバイオマス利活用の促進に関連
する個別成果指標をすべて達成した。今後は、鮭川
村バイオマスタウン構想に明記された「廃棄物系バイ
オマスの利用率95.1%、未利用バイオマスの利用率
48.9%」の達成を目標に関係企業・団体と緊密な連携
を図り取り組んでいく。



別記様式１－１号

バイオマスの環づくり交付金（ソフト事業）
東北農政局
都道府県 市町村名 地区名 事業実施 事業内容 評価 目標 達成 個別成果指標 達成 総合評価 備考

事業実施主体 都道府県 農政局等

福島県 －

福島県 福島県
（県全域）

(1)地域関係者へのバイオマス利活用の理解醸成

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行 ○

県内の100%市町村で利活用が促進（配付枚数/全市町村
数）
林業事業体関係者の100%に木質バイオマス利活用の普
及啓発を図る（パンフレット配布数(9,000)/林業事業対数
(9,000)

○

県推進事業のため同左

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催
県内100%の市町村でﾊﾞｲｵﾏｽ利活用・新技術等の普及啓
発(情報提供市町村数/全市町村数）

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進
県内100%の市町村で普及啓発(配付市町村数/全市町村
数）

○

　　(ｳ)畜産環境保全の推進
畜産経営に起因する地域環境問題の把握
巡回指導等戸数（200戸）
アドバイザー育成数（7名）

○

　　(ｷ)使用済み生産資材の適正処理の推進
県内農家戸数の100%に農業用使用済プラスチックの適
正処理を周知（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配付数/県内総農家数）

○

　　(ｱ)土づくり

県内の水田及び畑土壌を分析してデータ蓄積を行う　調
査進捗率42%(ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査点数全180点(46点は調査済)
水田及び畑地における有機物を連用して化学肥料、無施
肥土壌との比較検討

○

福島県 原町市

原町 南相馬市
市

（旧原町市）
(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｱ)バイオマス利活用協議会等の開催 堆肥化施設の実施設計の策定 ○

福島県 猪苗代町

猪苗代 猪苗代町
（猪苗代町）

(3)バイオマスの種類に応じた利活用の促進

H18 ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用のため
の数値目標設定
  工程部分の履行

○

　　(ｲ)土づくり普及啓発推進

生ゴミ堆肥化について町民100%に利活用の周知として広
報誌（有機の里ﾆｭｰｽ）　町内全世帯5,241戸*年3回配付
土壌分析(303点)
実証試験（5カ所）

○

本事業の結果を踏まえ、今年度は家畜排せつ物や生
ゴミ等のたい肥化施設の設置を予定しており、今後
は、県や関係団体等と連携を図るとともに、地域での
利活用を効率的に進めるため住民への普及啓発や
バイオマス利活用促進の施策を実施することで、「猪
苗代町バイオマス利活用地区計画」に掲げた目標達
成に向けバイオマス利活用の取組が推進されていく
ことと思慮される。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス利活用率96.7%、未利用バイオマ
ス利活用率100.0%達成に向けた取組を実施し、目標
を達成している。個別成果指標も全て達成している。
本年度事業の目的は達成できたと評価する。

福島県バイオマス・マスタープランの目標値である、
廃棄物系バイオマス利活用率86.3%、未利用バイオマ
ス利活用率73.6%の達成にむけ、本年度の事業を
行っており目標を達成している。個別成果指標も全て
達成している。本年度事業の目的は達成できたと評
価する。

本事業の結果を踏まえ、今後は、たい肥化施設を計
画しており、当該施設を中心にバイオマスの利活用を
進めるため、県や関係団体等と連携を図るとともに、
地域での利活用を効率的に進めることとしており、旧
原町市で策定した「原町市バイオマス利活用計画」に
掲げた目標達成に向け、バイオマス利活用の取組が
推進されていくことと思慮される。

バイオマス利活用地区計画(H17.3策定)に掲げている
廃棄物系バイオマス利活用率71.1%、未利用バイオマ
ス利活用率62.0%達成に向けた取組を実施し、目標を
達成している。個別成果指標も全て達成している。本
年度事業の目的は達成できたと評価する。

本事業で設定した「地域関係者へのバイオマス利活
用の理解醸成」や「バイオマスの種類に応じた利活用
計画」に関連する個別成果指標については、すべて
達成することができた。
　バイオマス利活用促進の課題として、関係者、行政
等が一体となった地域ぐるみの取組や効率的な収
集・運搬システム等の適切な導入などがあげられる。
　このため、今後も普及啓発や情報収集を積極的に
行い、モデルとなる事例等を支援し、その波及を図
り、点から線へ、線から面へと取組を拡げていくことな
どを基本として、産学民官の各主体が連携を図り「福
島県バイオマス総合利活用計画」の目標達成に向け
バイオマスの利活用を推進する。

本事業で設定した「バイオマスの種類に応じた利活
用の促進」に関連する個別成果指標を達成しており、
目標である「バイオマス利活用のための数値目標の
設定：中期的方針に明記した「堆肥化施設を核とした
有機資源の循環：炭素換算における廃棄物系バイオ
マス利活用率71.1％、未利用系バイオマス利活用率
62％」についても、平成17年3月付けで、原町市の「バ
イオマス利活用地区計画」を策定し、関連する取り組
みを推進していくこととしており、目標達成は確実で
ある。
今後は「原町市バイオマス利活用地区計画」の数値
目標達成に向け、南相馬市、農業団体、畜産農家、
消費者等の関係機関との緊密な連携を図った上で、
取り組みを推進していく。

　本事業で設定した「バイオマスの種類に応じた利活
用の推進」に関する個別成果指標をすべて達成して
おり、なおかつ、目標である「バイオマス利活用のた
めの数値目標の設定：廃棄物系バイオマスの利活用
９６．０％、未利用系バイオマスの利活用率１００％」
についても、平成１７年３月に猪苗代町の「バイオマス
利活用地区計画」を策定しており、今後も、３回程度
の広報誌の発行と６箇所の実証試験を実施するなど
継続的に関連の取り組みをすることによって、目標の
達成は確実である。
　今後は、「猪苗代町バイオマス利用地区計画」の数
値目標達成に向けて、あいづ農業協同組合等農業
関係機関、畜産・耕種農家及び一般消費者（町民）と
緊密な連携を図った上で、循環型社会の構築を目指
した取り組みを推進していく。


